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 概 要 

 

穀物と畜産品の価格トレンドは目先的に乖離していくが・・・ 

すべての農産物価格が中期的に上向いていく 

OECD諸国の農業に関する 2008年までの最新の中期予測によれば、穀物と畜産品の価格

は目先的に乖離していく見込みである。穀物は、北米とオーストラリアの干ばつや世界在

庫の取り崩しによって世界の供給量が減少し、アウトルックの予測期間のスタート時点で

は、穀類と脂肪種子の価格が急騰している。これらの価格は、当初は生産の持ち直しに伴

い低下し、次いで、需要の回復を背景に 2008年まで緩やかに上向いていく見込みである。

コメは例外で、世界価格は現在、趨勢的価格を下回っているが、中期的には在庫の減少と

歩調を合わせて大幅に上昇していくはずである。砂糖は、低コスト生産国からの供給及び

輸出の増加に加えて、多くの OECD 諸国での手厚い助成と保護の継続により、そうした

国々以外の世界市場価格は中期的に低水準で推移する見込みである。穀類と脂肪種子の状

況とは対照的に、多くの畜産品の世界市場は、干ばつや需要低迷、飼料価格の上昇による

生産増により、目先的に沈静化している。大半の肉類と乳製品の世界価格は、生産調整と

需要増により、アウトルックの予測期間を通じて目先の水準以上へと上昇していく見込み

である。しかし、生産性上昇による供給増で価格の上昇幅は緩やかなものになると予想さ

れる。OECD地域や特に人口増加ペースがもっと速い開発途上国では 2004年以降経済成

長が上向いていく見込みであり、これが需要の増加につながり、多くの農産物の消費増、

貿易拡大、世界価格の上昇をもたらす。 

 

地政学的及び経済的状況が依然として最大の先行き不透明材料となっている 

農業市場のアウトルックに関しては明らかに先行き不透明感がある。中でも目先的に最も

重要なのは、現在の地政学的な動向があまり芳しくない全体的な経済見通しに及ぼす影響

である。欧州と日本が低成長だけに、OECD域内の景気回復の勢いはますます米国経済の

パフォーマンスに依存するようになっている。しかし、米国の連邦財政赤字の拡大により

OECDの景気回復や世界経済に見込まれる復調が先送りされたり、鈍化したりする可能性

がある。世界経済の自由化を進めていくためには、今や主要貿易国間の貿易上の緊張を緩

和し、国際協調を強化する新たな努力が必要となっている。グローバル経済の下降局面が

長引き、かつ農業向けの貿易歪曲的な助成と保護が削減されなければ、貿易と農産物の世
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界価格は現在の見通しを下回ることになろう。 

 

アウトルックの主なポイント 
 

OECDの低成長が世界経済の回復を遅らせる 

OECD農業予測は、グローバルな諸要因と国内的な諸要因がどのように農業セクターを形

成しているかを示すものである。グローバルな諸要因は、目先的に冴えないマクロ経済環

境がやがて好転していくという想定によって牽引されている。世界経済は現在、日本とユ

ーロ圏における株価バブル崩壊の後遺症、対外不均衡、需要低迷にはまり込んでいる。こ

の結果、2003年のグローバル経済は 3年連続の低成長となる可能性が強い。多くの OECD

諸国は依然として趨勢成長率を下回っている。目先の低成長は、1 つにはイラク紛争に伴

う地政学的な先行き不透明感によるものである。主要 OECD諸国の低成長が長期化してい

るのと対照的に、多くの開発途上国の経済パフォーマンスは比較的好調な状態を保ってい

る。重症急性呼吸器症候群（SARS）の蔓延がその景気や成長、貿易にある程度悪影響を

及ぼし始めているものの、アジアでは特に好調である。 

 

しかし、OECDの成長の足を引っ張っている逆風は沈静化しつつあり・・・ 

2004年以降は世界的に成長が強まっていく 

しかし、財政状態の改善と石油価格の低下により、2003年初頭には OECDの景気回復の

足を引っ張ってきた逆風がいくぶん沈静化してきていることを示す兆候が出ている。ユー

ロ圏の経済成長率は緩やかなものとなり、日本の成長率は落ち込むと見られているが、現

在の困難な状況を克服できれば、米国景気の好転が OECD域内景気を浮揚させる原動力と

なるだろう。より先まで展望すると、OECD 地域はアウトルックの予測期間末まで 1990

年代と同程度の成長率が見込まれる。アジアと中南米の開発途上国の多くは中期的にもよ

り高い成長が見込まれる。これら諸国の中期的な経済成長率は平均で年率 4.5％の高水準

が見込まれる。為替レートの動向も OECD諸国の農業セクターのパフォーマンスに影響を

及ぼす重要な要素となろう。貿易競争や農産物の貿易量に影響を及ぼすからである。為替

レートの低下はブラジルやアルゼンチン等農業大国である開発途上国の競争力を強める方

向にも働くだろう。アルゼンチン農業がどのように自国を襲っている経済的苦境と通貨安

に対応しているかについては、「穀物」に関する章の「アルゼンチン：経済危機が市場に及
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ぼす影響」と題したボックス 2で取り上げられている。この限定的な分析によれば、アル

ゼンチン農業では大幅な通貨切り下げに伴い畜産品生産から穀物や輸出へと回帰する動き

が出ている。 

 

開発途上国では人口と所得の増加で食事内容が変わり、食品需要が高まっている・・・ 

その一方、「成熟した」OECD諸国では食品需要が鈍化している 

開発途上国における所得の増加や農村人口の都市部への移動によって、これらの国の消費

者はしばしばその食事内容を、穀物や必需食品から動物性タンパク質や果物、野菜、加工

食品へと多様化している。経済パフォーマンスの改善に加えて、鈍化してはいるものの、

依然として OECD 地域の二倍近くに達する高い人口増加率も開発途上国における食品需

要の拡大に寄与している。これに対し、多くの OECD諸国の食品需要は飽和状態に達して

おり、市場の成熟化による低成長しか見込まれていない。予測期間にわたって世界の人口

増加率が鈍化することと、多くの OECD諸国で食品市場が成熟化していることは、農業市

場に幾つかの点で影響を及ぼす。第 1に、開発途上国が国際的な農産物需要の伸びを牽引

する上で重要性を増していく。第 2に、食品需要の増加を支える要因としての人口増の支

配的な地位が徐々に後退し、それに代わるものとして、農産物需要を決定する上で 1人当

たり所得の伸びが重要性を増していく。開発途上国で生じている消費パターンと需要のこ

うした転換が、食品や飼料の輸入増や多くの農産物の価格上昇をもたらす。OECDと一部

の OECD非加盟諸国（NME）の経済成長が農産物の世界価格と消費に及ぼす影響につい

ては、「経済と政策の仮定」に関する章の「感応度分析：経済成長の変化が及ぼす影響」と

題したボックス 1で取り上げられている。この分析によれば、需要が直接・間接に所得の

変動に感応しやすい畜産品と飼料ほど総じて価格と消費の調整は大幅なものとなる。 

 

穀物と脂肪種子の価格は目先的に下落する 

小麦、粗粒穀物、脂肪種子の世界価格は、北米とオーストラリアにおける干ばつの被害を

受けた水準から生産が持ち直すのに伴い、2003年に急落する見込みである。その後、価格

の上昇は生産の増加と主要輸出国を中心とする在庫積み増しの動きを受けて緩やかなもの

にとどまるだろう。コメの状況は他の穀物とは異なる。ここ何年か毎年のように世界の消

費量が生産量を上回っているにもかかわらず、市場（特に中国）に大量の在庫がだぶつい

ていることで価格に下方圧力がかかっている。この結果、コメの世界価格は世界在庫の取
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り崩しが進むにつれて中期的に名目ベースで（実質ベースでも）大幅に上昇していく見込

みである。実質ベースの穀物の世界価格は長期的な下落傾向にある。時折主に主要生産国

や貿易国の不作を反映して間歇的に価格がはね上がるが、このような形で価格が上昇して

もその後にはまた生産が回復して価格下落傾向に戻っている。農産物価格のこのようなト

レンドは収穫高の改善、より一般的には生産性の上昇を反映したものである。穀物の生産

性は予測期間にわたって上昇し続ける見込みであり、主にこの生産性上昇によって 2002

～2008年に世界の小麦・粗粒穀物の生産量は約 15％増加する見込みである。 

 

畜産品業界の拡大で飼料への需要は増加する 

特に肉類や乳製品等の高付加価値・加工食品を好む方向へと食事内容が変わってきている

開発途上国では畜産セクターが拡大しているが、穀物需要にとっては、こうした動きに伴

って飼料として利用される穀物や脂肪種子が増えていることが最大の原動力となる見込み

である。この結果、開発途上国では畜産品の生産増加に伴い穀物と脂肪種子の消費量も拡

大するはずである。NME で飼料として利用される小麦・粗粒穀物は 2002～2008 年に約

19％増加する見込みである。小麦・粗粒穀物の食品としての消費量は OECD 諸国では実

質的に横ばいとなっているが、世界消費量の約 3分の 2を占める NMEにおける消費量は

人口増加率をやや上回るペースで増加していく見込みである。世界の脂肪種子消費量は

2008年までに 17％増加して 2億 8,800万トンに達する見込みであるが、伸び率が一番高

いのはNMEである。NMEは植物油の消費量でもその伸びの大半を占めることになろう。 

 

砂糖の世界価格は中期的に低水準で推移する見込みである 

世界の砂糖市場に起きている構造的変化は、歴史的低水準に落ち込んでいる砂糖の世界価

格や価格変動性が中期的にはこのまま続くことを示唆している。ブラジルは低コスト生産

国のトップとして浮上してきており、その砂糖業界は競争力が強く、世界市場で現在取引

されている量にほぼ匹敵する規模を持っている。低生産コストのインパクトは通貨のレア

ル安によって更に強まっており、それが中期的にブラジルからの低コストの輸出品の増勢

に寄与している。同時に、世界の砂糖市場は多くの国の様々な国内／貿易政策の影響も受

け続けている。例えば、ブラジルのエタノール政策はサトウキビ供給量の最終的な配分に、

ひいては砂糖の世界価格決定に大きな影響を及ぼす可能性がある。OECD域内にも、輸出

を存続させるためだけの政策や、貿易制限につながり、世界市場の規模を制約したり価格
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変動幅を増幅させたりしている政策がある。更に、OECD加盟国の中には、貿易政策によ

って最も貧しい開発途上国の一部に高価格の OECD 市場へのアクセスを保証している国

もある。消費の伸びを継続できるかどうか、また、世界市場にだぶついている大量の砂糖

在庫を消費することによって需給バランスを長期的に改善していくことができるかどうか

のカギを握っているのは開発途上国である。しかし、開発途上国の間でも 1人当たり消費

量は大幅に異なる。中国については人口甘味料の入手し易さや政府が引き続き輸入の決定

で大きな役割を果たしている等、他の要因についても考慮する必要があるが、「砂糖」に関

する章の「中国：世界の砂糖市場にとって白い騎士か」と題したボックス 4で説明されて

いるように、所得の増加に伴い 1人当たり消費量と輸入量が増加していく明らかな余地を

残している国の好例は中国である。 

 

肉類の価格は徐々に上向いていく 

多くの肉類の世界価格は予測期間のスタート時点では比較的沈静化している。これは、幾

つかの国の干ばつによるものと、殺解体処理に伴う肉類供給量の増加、需要減少、飼料価

格上昇等による利益率の低下に対する生産者側の調整を反映したものである。北米とオー

ストラリアの干ばつによって蓄牛の出荷数が大幅に増加し、牛肉と子牛肉の生産量は増え

ている。両国の干ばつが終息すれば、生産者は牛群を再構築するために在庫の出荷を抑制

し、2003年の牛肉生産量は減少することになるので、蓄牛の価格は上昇していく見込みで

ある。それ以降少なくとも 2006 年までは、需要の増加と飼料価格上昇が小幅なものにと

どまることによる蓄牛生産の利益率向上により、牛肉と子牛肉の価格は上昇していくこと

が見込まれる。穀物と脂肪種子の価格が小幅の上昇にとどまることによって、豚肉と鶏肉

の生産の利益率も改善する。生産性の一段の上昇によって豚肉と鶏肉の価格は、上昇幅も

上昇ペースも緩やかなものとなる見込みである。消費支出に占める鶏肉のシェア上昇と特

に牛肉のシェア低下に反映されているように、OECD諸国の消費者は今後も赤身肉より白

身肉を選好する見込みである。NME では、アウトルックの予測期間の先に行けば行くほ

ど経済成長率は高まるので、1 人当たり肉消費量は増加していく見込みである。市場拡大

の可能性を秘めている好例は中国で、「中国のWTO加盟の肉市場への影響」と題するボッ

クス 6 が「肉類」に関する章に掲載されている。この分析によれば、WTO への加盟が中

国の肉輸入量や肉の世界価格に大きな変動をもたらすことはないように思われる。大半の

肉類の世界価格は、経済成長率の上昇に伴う需要の増加を受けて、アウトルックの予測期
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間が終了する時点では 2002 年の水準を大幅に上回っている見込みである（チャート 2 参

照）。 

 

しかし、乳製品の世界価格は小幅の上昇にとどまる 

乳製品の世界価格は、オセアニアにおける供給減を主因に、アウトルックの予測期間の当

初には上昇するはずである。しかし、オセアニアにおける牛乳生産の回復により価格の一

段の上昇ペースは鈍化する可能性が強い。生産性の上昇による世界的な牛乳供給量の増加

と世界需要の伸び悩みも、中期的に価格の上昇を抑える方向に働く。牛乳生産量の最大の

伸びが見込まれるのは NME と生産割当が課されていない OECD 諸国である。OECD 域

内の乳製品需要は、所得が予測どおりこれまでより高い伸び率に復帰しても、小幅の伸び

にとどまる可能性が強い。OECD地域の品目別消費量では、全乳粉とチーズは増加、バタ

ーは横ばい、脱脂乳粉は減少が見込まれる。 

 

一部の産品の貿易は開発途上国が牽引する・・・ 

NMEにおける需給状態の変化によって、OECDの NME向け輸出が拡大しそうな産品も

あれば、競争が激化しそうな産品もある。近年、非 OECD地域の幾つかの国々が重要な輸

出国として浮上してきている。穀物市場への影響力を強めている輸出国の例としてはウク

ライナがある。ウクライナ農業の見通しについては、本農業アウトルックの「ウクライナ

の将来の農業・貿易発展の原動力」と題した特別章で取り上げられている。この議論によ

れば、雨量の多さによって何年かは足を引っ張られるかもしれないが、ウクライナは中期

的に見て穀物の純輸出国としての地位を強固にしていく可能性が強い。更に、ウクライナ

は今後も牛肉の純輸出国、鶏肉の小幅の純輸入国としての地位を保ちつつ、将来的に飼料

効率の改善によって小幅ながら豚肉の純輸出国へと転じる可能性も強い。 

 

OECDの輸出は穀物が牽引し・・・ 

高額加工品の輸出も増加する 

OECDの貿易の増減を見ると、1997～2001年の平均実績との対比で純貿易が最も伸びる

と見込まれるのは穀物である（チャート 1参照）。特に粗粒穀物については 2008年までに

45％の増加が見込まれる。食品用・飼料用の小麦貿易は約 12％の増加が見込まれる。脂肪

種子と脂肪種子の粗粉に関しては、OECD 地域は NME からの純輸入の伸びにより 2008
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年まで入超幅が拡大していく。しかし同時に、特に OECD諸国から輸出される加工食品と

高額製品の貿易拡大へのシフトも続いている。その際立った例として挙げられるのは乳製

品であり、特に全乳粉とバターの輸出は 2008年までに 20％以上増加し、程度は劣るもの

の、チーズの輸出も増加する。これに対し、2008年の肉類製品の NME向け純輸出は 1997

～2001 年の平均出荷数量を下回る。これは、OECD 域内の肉生産量の伸び悩み、（特に

BSEの打撃を受けて落ち込んでいた牛肉需要の EUにおける回復に伴う）国内消費量の伸

び率アップ、OECD域内貿易の増加等を反映したものである。他の供給国との競争は強ま

る見込みであるが、様々な肉類、特に高額製品については OECD加盟国間の貿易の増加が

NME向けの出荷を上回る。 

 

政策設定が市場に大きな影響を及ぼす 
 

OECDの農業助成・保護は依然として高水準であり・・・ 

OECD諸国における現行の政策設定とその緩慢な変化は、中期的な市場動向に寄与する大

きな要因である。OECD諸国の中には農業助成を削減している国もあれば増やしている国

もあるが、大多数の国は依然として特定の農産物向け助成水準を極めて手厚い水準に維持

している。更に、中には貿易歪曲度の小さな助成を提供する方向へと動いている国もある

が、大半の助成は相変わらず生産を刺激し貿易を歪曲する形で提供されている。国内市場

への政府の介入が支配的な世界価格を大幅に上回る額を農家に支払うことによって生産の

増加を後押ししている一方、貿易政策によって農家は世界価格のシグナルからも守られて

いる。これは、多くの OECD諸国の生産者は世界市場の動向や世界市場によって引き起こ

される行動に反応しないか、部分的にしか反応しないので、市場の衝撃が全体に浸透する

までに時間がかかるということを意味する。 

 

最も影響力が大きいのは米国、EU、日本である 

OECD 域内では、米国、EU、日本の政府による助成・保護政策は、主要農業生産国／貿

易国としての規模の大きさから、農業市場の中期見通しに大きな影響を及ぼす可能性があ

る。 

 

米国は新農業法によって助成と対象品目を拡大・・・ 
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米国では、2002～2007年農業安全保障・農村投資法（FSRI法）と呼ばれる 6年間の新農

業法が 2002年 5月に成立した。新農業法により、旧 1996年農業法（FAIR法）の当初予

算規模を上回る、10 年間で 734 億ドルという歳出権限の増加が認められたが、この追加

的な予算措置の大半は作物政策における穀物の対象品目拡大に充てられている。これらの

作物政策では、価格変動対応型支払い（counter-cyclical payment）制度、直接固定支払

い制度、マーケティング・ローン制度により追加的な助成を受けられる。原産国表示義務

も導入された。この新たな原産国表示制度（CoOL）については、「肉類」に関する章の「肉

類製品の原産国表示」と題したボックス 7で解説されている。これによって消費者向けの

情報は改善される見込みであるが、健康面や食糧安全保障面で追加的なメリットがあるか

どうかは不透明である。米国の砂糖生産は関税割当、販売割当、ノンリコース・ローンに

よって引き続き世界価格の 2倍の水準に支持・保護されている。牛乳と乳製品は最低価格、

政府買い取り、国境措置、輸出補助金によって支持されている。 

 

世界価格への予想される影響は FAIR 法に比べると小さいが、その程度は世界市場の

条件に大きくかかっている 

FSRI 法の作物政策が世界市場に及ぼす影響については、「穀物」に関する章の「2002 年

米国 FSRI法の市場への影響」と題したボックス 3で分析されている。FSRI法と旧 FAIR

法の政策・規定が継続していた場合の結果を比較したこの分析によれば、FSRI 法は特に

穀物への助成拡大と土壌保全留保制度（CRP）の対象面積増加につながる可能性が強い。

全体として、FSRI 法の結果、耕地面積はやや減少する。予想される市場条件による穀物

と脂肪種子の平均世界価格への影響は比較的小さく、FAIR 法の規定が存続していた場合

の世界価格との対比で－1％（粗粒穀物）から＋1％（脂肪種子）の範囲に収まっている。

影響の大きさは世界価格に関する予測の中身に大きく依存しており、世界価格が低下すれ

ば、穀物の場合には影響はもっと大きくなり、脂肪種子の場合には影響はもっと小さくな

る。 

 

EUの政策改革は市場主導を強める方向へと向かっているが・・・ 

ここ 10 年の政策改革によって幾つかの品目では貿易歪曲度の小さい政策の方向へと助成

の提供方法が変わってきている。従って、EUではここ 10年間、穀物と脂肪種子の生産者

向けの高い支持価格が一連の CAP（共通農業政策）改革により削減されてきている一方、
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農家に価格カット分と義務的な休耕地分を補償する直接支払いが導入されてきている。市

場アクセスを強化するために国境措置も引き下げられたが、最近、一部の穀物について市

場アクセスを制限する新たな関税割当が導入されている。砂糖生産者に関しては、URAA

（ウルグアイ・ラウンド農業合意）による輸出補助金削減へのコミットメントを守るため

生産削減という大きな変化が生じている一方、高い支持価格が長年にわたり名目ベースで

は変更されていない。EU の乳製品政策については、1999 年にベルリンでまとめられた

CAP改革合意の合意事項を超える改革が 2002年に欧州委員会によって提案された。この

中には、EU の競争力を強めるために 2004～2008 年に牛乳生産割当を拡大することやバ

ターと脱脂乳粉の支持価格を引き下げること等が含まれている。 

 

一部の主要品目は依然として世界市場のシグナルから守られている 

多くのこのような改革は市場主導を強める方向へと向かっているが、一部の主要品目の生

産者は依然として世界市場のシグナルから手厚く守られており、極めて高水準の助成を受

け続けている。この結果、EUの農家向け助成は引き続き OECDの中でも最高水準の部類

に入っている。こうした状況の中、2003 年 1 月に公表された、持続可能な農業に向けた

長期改革展望に関する欧州委員会の提案は、EUの幾つかの作物について CAPの生産量と

貿易歪曲度を更に削減する好機となっている。 

 

日本の助成水準は依然として高い 

日本は OECD地域の主要な農産物輸入国である。全体として、日本国内の農業は比較的規

模が小さく、国際競争力に欠け、農家は引き続き OECDの平均水準を大幅に上回る非常に

高水準の助成と保護を受けている。助成は主として国境措置（主に関税割当）と牛乳やコ

メの供給管理制度を通じて提供されている。アウトルックの予測期間に導入が予定されて

いる改革措置はない。 

 

ある程度の進展は見られるものの、OECD諸国の大半の助成は引き続き市場を歪曲し

ている 

助成の構成に関しては、多くの OECD諸国が貿易歪曲度の少ない方法で生産者に助成する

方向へとシフトしてきているが、市場価格支持がなおも支配的である。この助成形態は、

最も生産と貿易を歪曲する部類に入るばかりでなく、往々にして生産者への所得移転効果
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が最も弱く、助成の大半は少数の大規模農家に行ってしまう。PSEに基づく最新の助成推

計によると、状況は近年も殆ど変わっていない。OECD域内では、金銭的に最大の助成を

受けているのは引き続き牛乳と牛肉の生産である。コメ生産への助成は推計対象品目の第

3 位である。助成が生産者の収入に占める比率を見ると、コメの生産者補助水準（%PSE）

は 80％で、最大の助成作物となっている。多くの OECD 諸国の牛乳と砂糖の生産者も経

済的福利を政府の政策に強く依存している。しかし、同じ品目でも助成水準は依然として

国によって非常にまちまちである。更に、一部の国と品目については、世界市場からの価

格転送度も国境措置により依然として低いままである。これは、市場シグナルが生産の構

成と水準（超過水準）に影響しにくくするとともに、農産物消費者の福利も引き下げる。

また、世界価格の低下と価格変動幅の増幅にもつながる。こうした場合には、貿易政策の

改革が農業助成制度の抜本的変革を行うための前提条件となる。 

 

二国間及び地域的な貿易協定が増えている 

多くの国が地域的その他の特恵的な貿易制度を追求しているが、これも将来の世界市場と

おそらくは特定品目に関する国内助成制度に影響を及ぼす可能性がある。大多数の WTO

加盟国は 1つ以上の地域貿易協定（RTA）に参加しているが、2005年までに RTAの数は

300 近くに達する可能性が強い。中東欧の 10 ヶ国が 2004 年 5 月 1 日に EU に加盟し、

EU加盟国は 25ヶ国となる。EU拡大については本アウトルックの予測では考慮されてい

ないが、欧州委員会は EU拡大が農業市場に及ぼし得べき影響についての評価を公表して

いる（本書の「拡大後の EUにおける農業市場の発展」と題するセクションに要約されて

いる）。EUと中東欧の加盟候補 10ヶ国とルーマニア、ブルガリアの間で交渉された加盟

条約では、市場アクセスの相互改善が合意された。更に、EU は後発開発途上国の市場ア

クセスを改善するため「武器以外のすべて」（EBA）と呼ばれる取り組みも導入している。

2005年までに発足する米州自由貿易地域（FTAA）に関する協議も続いている。更に、米

国とオーストラリアの間でも自由貿易協定締結の可能性が協議されているが、これは現在

行われている交渉のほんの一例に過ぎない。これらの地域的及び二国間の貿易取り決めが、

WTO で行われている多角的通商交渉の成果より、より開かれた世界貿易システムと貿易

ルールの改善につながるかどうかはなお不明である。 

 

ドーハ交渉の成果は依然として不透明であり・・・ 
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WTO で現在行われている多角的通商交渉のドーハ開発アジェンダが成功裏に進展すれば

農業市場に長期的なプラス効果がもたらされ、貿易への歪曲の緩和と世界市場の機能改善

につながる見込みである。これらの交渉が先行きどう進展していくかは不明であり、農業

市場への影響が出てくるのも本アウトルックの予測期間末頃になる可能性が強いので、本

アウトルックのベースライン予測ではこれらの交渉について考慮されていない。WTO 農

業委員会の議長はモダリティ1次案を提示した（その後3月18日に1次案改訂版を提示）。

WTO農業交渉のモダリティについては、今回の自由化交渉の期限である 2005年までの合

意されたスケジュールにより、2003年 3月 31日までに決定することになっていたが、本

稿執筆時点では何らの合意にも至っていない。 

 

モダリティ合意期限を守れなかったのは遺憾であり・・・ 

新たな合意に達するため国際協調を更に強化していく必要が痛感される 

WTO 閣僚会合がドーハ開発アジェンダの開始を決めたとき、農業貿易の改革は交渉の成

功が貧困国にもたらす最も重要なメリットの 1つであると幅広く認識されていた。交渉終

結までタイトなスケジュールが課されたのは、農業改革はグローバルな統合と成長への新

たな起爆剤になるとの期待によるものであった。従って、今後の農業交渉のモダリティに

ついて期限内に合意できなかったのは遺憾である。WTO 農業交渉は今、剣が峰に立たさ

れており、すべての国が交渉に臨む姿勢で何らかの動きを見せなければならない。2001

年 11 月のドーハ閣僚宣言でなされた約束を守るにはこうした柔軟性が必要とされる。さ

もなければ、政治面と貿易面の関係強化によって助長された国際協調の新たな精神が欠落

する状況の中で、農業貿易の改革が世界の貧困国に貿易拡大、成長、発展のメリットをも

たらす大きなチャンスが先送りされ、最悪の場合には見逃されてしまう恐れがある。 
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